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Abstract 
Along with the electrification of vehicles, the sector coupling of electricity and transportation is progressing and demand response 

using electric vehicles is becoming more important for further effective use of renewable energy. The aim of this paper is to analyze 
the feasibility of demand response using electric buses in the market price-linked contract. Most of the previous studies on demand 
response using electric vehicles have focused on consumers, and there have been few studies on buses, which are considered to have 
less uncertainty and are easier to manage. To analyze the effectiveness of the market price-linked contract for promoting demand 
response in electric bus operations, the operation, annual costs for the bus operator, and revenues for the retailer are compared for the 
conventional fixed price contract case and the market price-linked contract case. The results show that the market price-linked contract 
is more effective in promoting demand response and making the profitability of retailers more stable. This paper shows some 
possibilities for electric buses to join demand response programs in the future. 
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１．背景 

1.1 交通車両の電動化と自立分散型エネルギーシステム 

カーボンニュートラル社会の実現のために，交通分野に

おいても社会的な変革が求められてきている．IEA による

と，2021年の全二酸化炭素排出量のうち，20%以上が交通

分野からの排出であったという 1)．そして，この排出を削

減するために，将来的には車両の電動化が進むことが見込

まれている．電動車両の特徴として，さまざまな場所に分

散したエネルギー貯蔵リソースとして活用できるという点

がある．このような特徴は，現在普及が進む太陽光発電や

燃料電池のような分散型電源とも相性が良いと考えられる．

それらの分散するエネルギーリソースを結びつけるものと

して，環境省では自立分散型エネルギーシステムが提唱さ

れている 2)．そのような社会では，車両の電動化によって

これまであまり結びつきが深くなかった電力と運輸の結び

つきが強くなり，セクターカップリングが進むと言われて

いる．そこで使用される車両は移動用だけでなく，再生可

能電源の調整用のリソースとして活用され，エネルギー自

給率の向上に貢献できる上，災害時にも電源として機能す

ることができると言われている 3)．このようなシステムは，

エネルギー自給率やレジリエンスといった観点からも望ま

しいと考えられ，政府が策定した「2050年カーボンニュー

トラルに伴うグリーン成長戦略」4)においても国の成長戦略

として言及されている．そして，そのような役割は地域社

会を担う公共交通事業においても期待されていると考えら

れる．実際にここ数年では交通車両の電動化に伴い，電気

バスの普及も各地で進みつつある．例えば，広島県広島市

では，2022 年 11 月より，電気バス 2 台が運行を開始した
5)．参考までに，電気バスが導入されている可部循環線を図

1に示す．一周 4.5kmほどであることがわかる．車体は BYD

社の J6 で航続距離は 200km ほどである（電池容量は

105.6kWh）．持続可能な社会に向けて，今後電動化するバス

を上手に活用していくことが期待されている．

1.2 再生可能電源の普及拡大とデマンドレスポンス 

交通車両の電動化から翻り，電力の発電側について目を

向けてみると，太陽光発電のような変動型電源の普及に伴

い，発電と需要を一致させることがこれまで以上に難しい

ものとなってきつつある．図 2は，カリフォルニア州にお

ける電力市場の価格と再生可能エネルギーによる発電量を

図 1 可部循環線 5) 
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除いた正味の需要を示したものである 6)．この二つの曲線

には相関があり，特に太陽光発電が立ち上がる，または立

ち下がる早朝と夕方の時間に正味の需要も大きなコブがで

き，価格が高くなっていることがわかる．逆に昼間におい

て太陽光発電の割合が多くなっているときは，価格が安く

なっていることがわかる．このような特徴は，年を経て太

陽光発電の普及が進むにつれて顕著になっている．特に，

太陽光発電の出力抑制が働いている場合にこの傾向がよく

見られると言われている 7)．この場合，夕方と早朝の時間

は系統が厳しい状況にあるため，その時間における需要を

太陽光発電の電力が余っている昼間にシフトすることで，

系統の安定化に貢献し，再生可能エネルギーの有効利用率

も上げることができる．このようにデマンドレスポンスに

より需要のシフトを促していくことで，再生可能エネルギ

ーをより有効に活用でき，系統の安定化にも貢献すること

ができるようになる． 

デマンドレスポンスを促進する方法の一つとして，小売

価格を卸電力市場の価格に連動させることで，需要家側に

価格が高い時間帯にはなるべく電気を使わないようにして

もらうという方法がある．このような契約体型は小売事業

者にとってもメリットのある契約である．図 3に電力の流

れと，小売事業者が電力を仕入れる卸電力市場の特徴を示

す．現状では小売価格が固定である契約がメインであるが，

そのような契約体系では，卸市場の変動する価格のリスク

を小売事業者側が受け持っている形となるため，小売事業

者の収益のばらつきが大きくなるという問題がある．さら

に，需要家側にとってはどの時間帯に電力を消費しても価

格が同じであるため，需要家側にデマンドレスポンスを促

しにくい状態になってしまっている．一方，市場価格連動

であれば，卸市場の価格変動のリスクを小売事業者は背負

わずに済む上，デマンドレスポンスを直接促しやすくなる

と考えられる．このようなことから，今後は市場価格連動

契約を増やすことによって小売事業者側・需要家側双方に

とってメリットがあるようにしつつ，需要家側にも柔軟性

を持たせ，再生可能エネルギーを有効に活用していくこと

が望ましいと考えられる． 

1.3 既往研究と本論文の目的 

これまで電動車両によるデマンドレスポンスは，居住区

における一般の電気自動車を活用したものが多かった．例

えば，レビュー文献 8)を参照すると，電気自動車を活用し

た需要側機器制御について分析した論文が多数取り上げら

れているが，その多くは一般の電気自動車について分析し

たものであった 9),10)．例えば文献 11)では，複数の家の需要

と電気自動車を絡めてデマンドレスポンスを行った場合の

モデルを考えている．しかし，実際に一般の車両を活用す

るに当たっては，車両の稼働の不確実性を加味しながらデ

マンドレスポンスの計画を立てなければならないことが予

想される．その点において，電気バスは時刻表があるため，

より不確かさが小さく運用がしやすいと考えられるのにも

関わらず，分析があまりなされてこなかったと言える．こ

の理由の一つは車両数の違いであると考えられる．車両全

体で比較した場合，バスの占める割合は小さい．しかし，

図 2 （上図）電力市場価格と（下図）正味需要 6) 

図 3 固定価格電力契約における（上図）電力とお金の

流れと（下図）卸電力価格の特徴（2020年 9月 3 日） 
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電動化のスピードを加味した場合，脱炭素関連の自治体へ

の補助金も相まって，バスの方が有利になる可能性がある． 

また，車両から供給できる需要の大きさを考えた場合，

家庭よりも事業所の方がその需要が大きく，車両を有効に

使える可能性がある．一般の乗用車の場合，消費者の意向

が設備導入の際に大きく影響するのに対し，事業者の場合

はコストメリットが合えば導入される可能性が高いという

こともメリットの一つである． 

また，文献 12)においては，学校のバスの充電の群制御に

関して，学校の通学用のバスを大量に電動化した場合に，

電力需要が集中しないように分散させる充電計画手法につ

いて考察していたが，放電による建物への電力供給までは

行なっていなかった． 

文献 13)においては，地域における太陽光発電の余剰を減

らすためにバスの最適な充電タイミングを決定するための

最適化手法が提案されていた．その中で，電力の流れは充

電という一方向のみに限られていた．しかし，放電も行う

ことでより多くの余剰な電力を吸収し，デマンドレスポン

スにより貢献できるようになると考えられる．そこで，本

論文ではバスの事業所自体の需要の一部を，バスからの放

電によって賄うことを考える．その際，需要家と小売事業

者側双方にとってメリットのある契約体系を打ち出す必要

がある．今回はそのような契約体系の比較のため，太陽光

発電を仮定せず単純な電力調達のみによる形態を考えるこ

とにする． 

以上より，本論文は市場価格連動契約によって電気バス

を用いたデマンドレスポンスを促進した場合における，小

売事業者側と需要家側のメリットについて分析を行う．そ

のような分析を行うため，電気バスについて次に示す二通

りの場合についてシミュレーションを行い，それぞれの場

合の小売事業者のコストと需要家の収益を比較する． 

まず，一つ目として固定価格契約を行い，需給状況を考

慮せず電気バスを充電した場合について検討する．そして

二つ目として，市場価格連動契約を行い，市場の価格を考

慮して電気バスの充放電によるデマンドレスポンスを行う

場合について検討する． 

 本論文の貢献は次の通りである． 

• 電気バスの交通インフラと太陽光発電などの電力

インフラのセクターカップリングによるデマンド

レスポンス 

• 小売事業者と需要家双方に着目した事業性評価 

• 実際の電気バスの運用に基づいた時系列電力解析 

電気バスによる交通インフラに着目した理由としては，

次のような点が挙げられる．まず，電気バスには時刻表が

あるため，充放電を行うにあたっての不確実性が少なく，

予定を立てやすいという利点がある．また，前述のように

既往研究では一般の電気自動車についての研究が多く，電

気バスを用いたものは少ない．故にシステムとして検討す

る価値があると考える．その他，一般の車両と比較し，バ

スは一つの交通事業者がまとまった台数を保有しているこ

とが多く，複数のバスを束ねて制御しやすいという利点が

あると考えられる点や，バス事業と電気事業はともに公共

性の高い事業であり，将来的な連携の可能性が高いと考え

られる点なども踏まえ，電気バスに注目する． 

本論文の概要は次の通りである．今回は電気バス 2台を

巡回に利用するバス事業者を仮定し，電力市場や施設の需

要を加味したモデルを作成する．そして，その電力契約の

形態を固定価格と市場連動価格という二通りの場合に分け

て需要家側の運用の最適化を行い，需要家側の運用や電力

コスト，小売事業者側の収益の違いをそれぞれ比較する．

ただし，本論文では電気バス 2台とそれらの蓄電池容量に

対応した施設の需要のみを扱うことから，電力契約全体に

おける消費電力の割合は比較的小さいという仮定から電力

料金における基本料金は共通として除き，電力消費量の

kWhで決まる従量料金のみを比較検討している． 

章ごとの概要は次の通りである．2 章において問題設定

と最適化モデルについて説明する．3 章でデマンドレスポ

ンスにおける需要家と小売事業者の事業性評価を行う．そ

して，4 章で結論と今後の展望を述べる． 

 

２．問題設定・手法 

2.1 モデルの内容 

今回検討したモデルの内容を説明する．図 4に示すよう

に，前述の広島市の例 5)を参考にしつつ，2台の電気バスを

導入したバス会社がバスの運行を正常に維持しながら，バ

スの事業所の需要も賄うために小売事業者から電力を調達

するモデルを用いる．バス事業所の需要の一部は車庫に戻

ってきたバスからの放電によっても賄われるものとする．

また，バスの放電の際に系統への逆潮流は行わないものと

する．そして，仮定したバス循環における電気バスの充放

電のタイミングと，そのタイミングにおける電力市場の価

格をモデルの中に入れ，混合整数計画による運用の最適化

を行なった．このモデルに対し，小売事業者との契約を

Case 1 固定価格にした時の運用，Case 2 市場連動価格にし

 

図 4 電力調達モデル 
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た時の運用，の 2パターンで充放電計画を最適化し，それ

ぞれの長所と短所を比較する．なお，計算の期間は 2017年

〜2022年とし，卸電力市場のデータはその期間の実際のも

のを使用する． 

 

2.2 電気バスのモデル 

シミュレーション上の電気バスの挙動を作るために時刻

表のデータと車両の性能データを用意し，その動きを模擬

する．それぞれについて，詳細を説明する． 

(1) 時刻表のデータ 

前述の広島市におけるバスの時刻表を参考にし，実際の

バス運行に近い時刻表を仮定する．具体的には，図 5のよ

うに，一日 20 回の巡回で回っており，それぞれ一周 15分

で回ると仮定する．なお，二台のバスがあるため，それぞ

れ交互に運行するという仮定のもとで計算を行う． 

(2) 電気バスの性能 

BYD社の製品紹介 14)を参考にし，電費：1.9km/kWh，電

池容量：105.6kWh，充放電出力：30kWと仮定する． 

 

2.3 事業所の需要モデル 

電力契約の一長一短を比較するため，事業所における電

力需要を図 6のように仮定する．この需要は一年を通じて

一定で，朝 6時までは 20kWであり，朝 6時から午後 6時

までは 40kW，午後 6 時以降は 20kW に戻るというもので

あるとする．本論文では，電気バス 2台とそれらの蓄電池

容量に対応した施設の需要のみを扱い，電力契約全体にお

ける消費電力の割合が比較的小さいため，充放電による消

費電力のピーク値への影響は小さいものと仮定する． 

 

2.4 小売価格のモデル 

小売価格の仮定として基本料金は共通として除き，従量

料金として固定価格の場合と，市場連動価格の場合の二通

りを設ける．図 7に，価格の決められ方の概要を示す．そ

れぞれ，次のように価格が決まるものと仮定する． 

(1) Case 1 固定価格におけるモデル 

需要家側における従量料金の単価はどの時刻においても

一定の価格であるとする．この固定価格は毎年更新するも

のとし，その値としては，前年度の市場平均価格にリスク

プレミアと託送料金などのその他料金を加えたものとする．

このリスクプレミアの部分は，固定価格によって小売事業

者がリスクを背負っていることになるため，それを価格に

転嫁したものである．今回のモデルでは，この価格を 7円

/kWhとおく． 

(2) Case 2 市場連動価格におけるモデル 

このケースにおいて，小売価格は卸市場の価格に小売事

業者の販管費と託送等その他の料金を上乗せした価格であ

るとする．今回は年別の比較のため，2017年度から 2022年

度までのデータ 15)を用いる． 

 

2.5 バスの一日の運行イメージ 

ここで，バスの一日の運行のイメージを掴むため，ある

一日の運行による車両の充電率（State of Charge：SOC）

の変化と，市場価格の推移を図 8に示す．バスの巡回は一

周約 4kmであり，これは SOCに換算すると 2%ほどの減

少ということになる．バスは交互に回ると仮定したため，

一つのバスにつき一日 10 回の巡回をすることになる．そ

のため，SOCに換算した場合の一日の消費率は 25%ほど

となる．また，今回仮定した時刻表において，12時ごろ

には昼休みに入っており，バスが出ることはない． 

市場価格について見てみると，発電限界費用の安い太陽

光発電が多く発電している昼間には市場価格が比較的安く

 

図 5 バスの時刻表 

 

 

図 6 電力需要のモデル 
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図 7 Case 1, 2の小売価格の設定（託送料金を除く） 
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なり，太陽が沈んだ夕方から夜にかけて価格が比較的高く

なるという，典型的な価格推移になっていることがわか

る．図 8に示す通り，バスの営業終了時間は市場価格が比

較的高い時間と重なっている．そのため，市場価格連動で

電力を調達する場合は，なるべく営業時間終了直後の充電

を控え，価格の安い早朝に充電をすることが望ましい．夕

方から夜までの価格の高い時間は，安い時間に貯めておい

た電力を放電し，なるべく市場から調達する電力を少なく

することが望ましい． 

 

2.6 各種パラメータ 

本論文における各種パラメータを表１に示す．施設にお

ける需要を考えた場合，昼間に仮定した需要の大きさが

40kWであり，二台の電気バスの充電出力は合計で 60kWと

なる． 

 

2.7 最適化における目的関数 

今回の目的関数は，式(1)のようにバス事業者の電力仕入

れコストとする．この中で，市場由来の電力𝑃!に対するコ

スト𝐶!が電力小売契約によって異なる．それぞれの場合に

おけるコスト𝐶!を式(2)と式(3)に示す． 

 

min. ∑ (𝑃! × 𝐶!)! 	 (1)  

Case	1 ∶ 	𝐶! = 𝐶"#$ + 𝐶%&$'(&$ + 𝐶'()*				4固定価格5 (2)  

Case	2 ∶ 	𝐶! = 𝐶'"&+$, + 𝐶&$,"(- + 𝐶'()*			4市場連動5 (3)  

 

ただし，各変数の定義は次の通り． 

𝑃!：ステップ𝑡で電力市場から調達する電力量 [kWh] 

𝐶!：需要家が小売事業者側に支払う電力料金 [円/kWh] 

𝐶"#$：その年の前年度における平均市場価格 [円/kWh] 

𝐶%&$'($&$：固定価格におけるリスクプレミア [円/kWh] 

𝐶'()*：𝐶!のうち託送料金などのその他料金（7円/kWh） 

𝐶'"&+$,：そのステップにおける卸電力市場価格 [円/kWh] 

𝐶&$,"(-：市場連動における小売事業者の販管費 [円/kWh] 

 

なお，最適化で意思決定をする時間幅は 1ステップ 15分

であるとする．また，時刻𝑡における小売事業者側の収益

𝐶&$#$./$をまとめたものを式(4)と式(5)に示す． 

 

Case	1:	𝐶&$#$./$ = 𝐶"#$ + 𝐶%&$'(&$ − 𝐶'"&+$,	4時間変動5 (4)  

Case	2: 𝐶&$#$./$ = 𝐶&$,"(-	4一定料金5																																						 (5)  

 

Case 1 固定価格では，小売価格を固定料金にしているた

め，単位電力量あたりの小売事業者の収入は一定であるが，

支出は市場価格となるため，収益としては時間変動するこ

とになる．一方，Case 2 市場連動価格においては小売事業

者の収益部分が一定料金に固定化されることになる．ここ

で，今回の最適化においては契約電力分に関するコストを

含めなかった．これは，契約電力を価格に含めると促進さ

れた需要の分だけ契約電力が増え，需要家にとってはコス

ト増となる可能性があり，本末転倒となるからである．デ

マンドレスポンスを適切に促進する基本料金については，

別途議論される必要があると考えられる． 

 

2.8 制約条件 

最適化問題を解くにあたっての制約条件を次に示す． 

(1) EV 制約 

 
0.1 ≤ 𝑆01,! ≤ 0.9				(∀𝑒𝑣, ∀𝑡) (6)  

𝛽01,! = 0	(discharging)		or		1	(charging)				(∀𝑒𝑣, ∀𝑡) (7)  

0 ≤ 𝜌01,! ≤ 𝛽01,! × 30				(∀𝑒𝑣, ∀𝑡) (8)  

0 ≤ 𝛿01,! ≤ 41 − 𝛽01,!5 × 30				(∀𝑒𝑣, ∀𝑡) (9)  

𝜌01,! = 𝛿01,! = 0				(∀𝑒𝑣, ∀𝑡 ∈ 𝑇01) (10)  

𝑆01,!34 = 𝑆01,! −
5
67 				(∀𝑒𝑣, ∀𝑡 ∈ 𝑇01) (11)  

𝑆01,!34 = 𝑆01,! +
4
87
S𝜌01,!𝜀9 −

:!",$
;%
U				(∀𝑒𝑣, ∀𝑡 ∉ 𝑇01) (12)  

 

ただし，𝑆01,!は各 EV についてのステップ𝑡における SOC，

𝜌01,!と𝛿01,!は各 EVについてのステップ𝑡における充電と放

電の出力，𝑇01はバスが時刻表において巡回しているステッ

 

図 8 SOCと市場価格の推移（2020年 8月 1 日） 

表 1 シミュレーションにおける各種パラメータ 

エリア 中国地方 
バスの電池容量 105.6 kWh 
バスの巡回距離 一周 4.5 km 
バスの電費 1.9 km/kWh 
充放電出力 ± 30 kW 

市場連動における 
小売事業者の販管費 5 円/kWh 

固定価格の場合の 
電力料金設計 

前年度平均価格 
+ 

リスクプレミア 
リスクプレミア 7 円/kWh 
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プの集合（EV ごとに設定）とする．それ以外のステップに

おいては，バスは充電，あるいは放電する（あるいは何も

しない）ものとする．また，𝐶は一巡回における走行距離，

𝐸は電費，𝐵はバッテリー容量を表している．今回のシミュ

レーションにおいては，モデルの簡略化のため電費は一年

を通じて一定であると仮定する．実際の運行データを参考

にすると，気温によっては 1 日の運行を通し最大 15%程度

追加で電力を消費することがわかっている．バスの空調使

用が増えた場合電力消費が増加し，事業所に戻った際に放

電に使える電力量が減少すると考えられる．逆に，バス内

の空調の需要が少ない春と秋は充電時間が短く放電できる

電力量が大きくなる．実際の走行データから算出した電費

を用いた分析は今後の課題である． 

なお，式(12)において，1ステップ 15分であるため，次

の式のように kWから kWh への変換の際に変化する電力

を 4で割っている． 

415分で変化する電力量5	[kWh] = 4電力5	[kW] × 4<	['(.]
@A	['(.]

  

充放電時のロスを加味し，充電時のロス係数を𝜀9，放電

時のロス係数を𝜀Bとする.なお，値はいずれも 0.9 である.

充放電状態を表すバイナリ𝛽01,!を設けたため，この問題は

混合整数計画となる． 

 

(2) 需給バランス制約 

𝑃! = 𝐷! + ∑ 4𝜌01,! − 𝛿01,!501 				(∀𝑡) (13)  

𝐷!はステップ𝑡における建物の需要とする．建物の需要の一

部はバスからの放電で賄われることもある． 

2.9 計算のパターン 

• Case 1：固定価格による電力契約の場合 

• Case 2：市場連動価格による電力契約の場合 

のそれぞれの場合について運用の最適化を行う．年度によ

る変化を確認するため，2017 年度から 2022 年度までにつ

いてそれぞれ計算を行った．なお，最適化は 0時に行われ

るものとする． 

 

３．評価 

3.1 それぞれのケースにおける運用の違い 

まずは，それぞれのケースにおける運用の違いを，4 日

間の運用に着目して比較する．図 9に，固定価格の場合と

市場連動価格の場合のそれぞれの運用の様子を示す（日付

は 2020年 9月 1 日から 2020年 9月 4 日までの 4 日間につ

いてのものである）．上段が電力の内訳，下段が市場価格と

各電気バスの SOCの推移をそれぞれ示す．また，それぞれ

について左が Case 1 固定価格の場合で，右が Case 2 市場

連動価格の場合を示している．図 9の上段において，斜線

になっている部分が電気バスを充電している部分である．

また，青色が系統から仕入れてくる電力，緑色が電気バス

の放電によって建物の需要を賄った分を表している． 

Case 1 固定価格においては，どの時刻に電力を調達して

も価格は一定のため，電気バスは昼休みのまとまった時間

等に充電し，わざわざ施設の需要を賄うために放電を行う

ということはなされていない．一方，Case 2 市場連動価格

の場合，価格の安い早朝にも系統から電力を購入すること

で充電を行っていることがわかる．そして，価格の高い夕

 

図 9 2020年 9月 1 日〜4 日における（上段）電力の内訳と（下段）SOC推移．左側の Case 1は青線の市場価格を 

考慮せず固定料金 （2019年平均市場価格約 7円/kWh +リスクプレミア 7円/kWh +託送料金 7円/kWh）で充電を行い， 

右側の Case 2は青線の市場価格（+販管費 5円/kWh +託送料金 7円/kWh）に合わせて最適化した充放電を行う． 
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方以降はなるべく系統から電力を買わないように，電気バ

スから放電していることがわかる．下段の SOCの推移と市

場価格の様子を見るとわかる通り，Case 1 固定価格では運

行に最低限必要な SOCの変化しかない（走行時の SOCの

減少と充電時の SOCの上昇のみ）．Case 2 市場連動価格に

おいては，市場の価格が安い時に SOCが大きく上昇し，逆

に市場の価格が高い時に SOC が大きく減少していること

がわかる．

このような結果から，市場連動価格にすることで効果的

に需要家にデマンドレスポンスを促せることがわかる．た

だし，SOCの変動が大きくなることで電池の寿命に影響が

及ぶことも考えられる．その影響を踏まえた分析は今後の

課題とする．

3.2 年間の需要家電力コストと小売事業者収益の比較 

続いて，このシミュレーションを年別に一年ずつ動かし

て年別の比較を行う．それぞれの場合における需要家側の

年別コストを図 10に，小売事業者側の年別収益を図 11に

示す．また，図 10と図 11において，参考としてその年の

平均市場価格も合わせて示す． 

まず，コストや収益に影響を及ぼすと考えられる市場価

格の動向について確認する．傾向として，2017 年度から

2019年度は比較的市場が安価であった．一方，2020年度以

降については，市場の価格が上昇傾向にあるということが

わかる．これを元に図 10 の需要家側のコスト推移を見る

と，Case 1 固定価格とCase 2 市場連動価格のどちらも2020

年以降は増加傾向にあるという大まかな推移は同じである

ことがわかる．ただし，Case 2 市場連動価格の方が，Case 

1 固定価格による契約よりも電力コストが安い傾向にある．

これは前述のデマンドレスポンスによって安い時間の電気

を効果的に使うことができたことによるものだと考えられ

る．2021年度以降は市場価格の上下のサイクルが 1 日単位

以上の長周期になっておりバスでデマンドレスポンスがで

きる周期を超えている．デマンドレスポンスは市場価格の

日較差が大きい時に有利になるため，市場価格の日較差に

よっては事業の採算が合わない可能性がある． 

また，図 11に小売事業者側の収益の推移を示す．この図

を見ると，Case 1 固定価格の場合は収益が大きく上下して

いるが，Case 2 市場連動価格の場合はほぼ横ばいで推移し

ていることが分かる．これは，固定価格契約では市場価格

が安くなった場合は大きく利鞘を取ることができるが，そ

の反面市場価格が高くなったときには収益性が悪化するこ

とによるものだと考えられる．図 9の左側のグラフのよう

に，固定価格契約の場合，価格の高い時間に市場由来の電

力を抑制できなかったこととも関わりが深いと考えられる． 

以上の考察より，Case 1 固定価格においては，小売事業

者のためにリスクプレミア（固定価格において，前年の市

場平均価格に対しての 7円/kWhのプラス分）があったが，

そのようなプレミアは事業を安定化させる上ではあまり効

果的ではなく，需要家と市場価格連動の契約を結ぶ方がよ

り効果的であると言える． 

年別の収益についてさらに注目すると，固定価格の場合，

前年の平均価格をベースに価格を設定したため，平均価格

が上昇傾向にある期間は，収益が悪化する傾向にあること

がわかる．一方，価格が下降傾向にある期間は収益が改善

している．しかし，次の年の平均価格がどうなるかについ

ては固定価格を設定する際に見通すことは容易ではなく，

市場価格連動にした方が収益性の見通しが良くなると言え

る．一方，単に価格体系を変えるだけでは必ずしも需要家

に対してメリットをもたらすとは限らないが，電気バスの

ようなリソースを活用することで，需要家においてもコス

ト削減を達成できる可能性があるということが確認できる． 

４．まとめと今後の展望 

本論文では，電気バスをデマンドレスポンスに活用する

場合の市場価格連動契約の有効性を検証した．結果として，

市場価格連動契約にすることでデマンドレスポンスが適切

に促進され，バス事業者の電力コストの削減や，小売事業

図 11 各契約パターンにおける小売事業者の収益の

比較とその年の市場平均価格

図 10 各契約パターンにおける需要家のコストの 

比較とその年の市場平均価格  
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者の収益性の改善がなされた． 

今後の展望として，電気バスと再生可能エネルギーのさ

らなる活用のため，電気バスが多数ある場合や，電気バス

の充電拠点に再生可能エネルギーがある場合の自家消費最

大化をする場合について電気バスの活用の有効性について

の分析が望まれる． 

特に，交通事業者の持つバスにおける電気バスの割合が

今後増加してきた場合においては，電気バスの充電による

電力需要増加分が，最大消費電力のピーク値にもたらす影

響を無視することができなくなるため，同じ受電点内の他

の建物や電力需要まで総括して，最大受電電力を制約条件

として考慮する必要があると考える．また，電力市場価格

自体には送配電の最大容量の情報が含まれていないことも

あり，電力市場価格のみに追従するようなデマンドレスポ

ンスでは，送配電系統の容量上限を満たさない可能性も存

在する． 

以上より，現実の需要データを用いたモデル化や同じ受

電点内の他の建物や電力需要まで総括した最適化，契約電

力の上限値を制約条件とした，あるいは契約電力の増加ま

で選択肢としたコスト削減の全体最適化，地域内の送配電

の最大容量を考慮したデマンドレスポンスなどについては

今後の課題とする． 
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